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【中期目標（抜粋）】
原子力安全規制行政を技術的に支援することにより、我が国の原子力の研究、開発及び利用の安全

の確保に寄与する。このため、原子力安全委員会の「原子力の重点安全研究計画」及び「日本原子力研
究開発機構に期待する安全研究」を踏まえ、同委員会からの技術的課題の提示又は規制行政庁からの
要請等を受けて、安全研究を行い、これら諸機関の安全基準や指針の整備等に貢献する。また、関係
行政機関等の要請を受け、原子力施設等の事故・故障の原因の究明に協力する。

安全研究とその成果の活用による原子力安全規制行政に対する技術的支援

【中期計画】
軽水炉発電の長期利用に備えた研究を行う。原子力安全委員会の定める｢原子力の重点安全研究計

画｣等に沿って安全研究を実施し、中立的な立場から安全基準や指針の整備等に貢献する。規制支援に
用いる安全研究の成果の取りまとめに当たっては、中立性・透明性の確保に努める。なお、実施に当
たっては外部資金の獲得に努める。

原
子
力
安
全
委
員
会

原
子
力
安
全
・保
安
院

文
部
科
学
省

支援

要請 連携

安全研究審議会
評価

安全研究センター

• 研究開発組織

• 施設管理組織

安全研究への期待

 重点安全研究の実施
 安全規制への技術的支援

 技術的課題の検討・基盤データの整備
 原子力施設の事故・トラブルに対する調査、

対応策の検討等の協力
 安全研究・安全規制に関する専門家の確保・養成
 原子力安全に関する情報の収集・整理・提供
 規制行政への人的支援

 国際協力・国際貢献

連携

委託
事業

原子力安全基盤機構

機構内連携

大学等

連携
国際協力
• OECD/NEA等

（研究方針、成果、中立性の確認）
理事長
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• 「規制支援に用いる安全研究の成果については、積極的に情報公開するとと
もに、中立性・透明性を確保し、国民からの信頼を得る。」ことが求められてお
り、その視点からの評価を行なう。

• 大綱的指針に基づく研究開発課題の評価（外部評価）として行うものであり、
その評価の視点は以下のとおり。（平成21年2月17日「文部科学省における研究及び開発におけ

る評価指針」）

①創造へ挑戦する研究者を励まし、優れた研究開発を積極的に見出し、伸ばし、育てること。

②研究者の創造性が発揮されるような、柔軟かつ競争的で開かれた研究開発環境を創出す
ること。

③研究開発施策等の実施の当否を、社会への影響にも配慮した幅広い視点から適切に判断
するとともに、より良い施策の形成に資すること。

④評価結果を積極的に公表し、研究開発活動の透明性を向上させることにより、研究開発に
国費を投入していくことに関し説明する責任を果たし、広く国民の理解と支持を求めること。

⑤評価結果を適切に反映することにより、重点的・効率的な予算、人材等の資源配分等を実
現し、限られた資源の有効活用を図ること。また、既存活動の見直しにより新たな研究開発
への取り組みの拡大を図ること。

• 「中期目標・中期計画を達成できるか」という視点からの評価は、機構の独法
評価でなされる。

安全研究審議会が行う研究評価の視点
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• 評価対象は、原子力安全委員会の定める｢原子力の重点安全研究計
画｣等に沿って機構が行なう研究及び研究成果の活用等。

• 安全研究センターで実施する重点安全研究課題

• 他の研究開発部門で実施する重点安全研究課題（開発研究の成果の活用）

• 原子力安全・保安院、JNES、原子力安全委員会からの受託研究等は、
直接的な安全規制支援と位置付けているが、受託研究そのものは、
評価対象外（委託元が評価 ）。

• ただし、受託研究から得られる成果や技術的知見等を活用し、以下の
ような活動を行なっており、そうした活動は評価対象となる＊。

• 研究論文、技術報告書の作成、学会等での発表等の研究活動

• 国の委員会等への参加・協力

• 学協会活動への参加・貢献（学協会規格、ロードマップの策定等）

• 国際協力活動、教育・人材育成活動等への参加・貢献

評価対象
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＊ 必要に応じ、委託元の許可を
得て行う。



重点安全研究の評価・検討体制について

理事長 安全研究審議会
重点安全研究の中立性・透明性を
確保するため、研究評価を行なう。
（大綱的指針等に基づく研究開発
課題の評価： 外部評価 ）

答申

諮問

自己評価

地層処分研究開発部門

次世代原子力システム
研究開発部門

Ⅳ．放射性廃棄物・廃止措置分野
4-1-2 高レベル放射性廃棄物の地層処分に
関する研究（２）－開発研究の成果の活用

Ⅴ．新型炉分野

安全研究センター

安全研究センター
に設置。主に、技術
的討議を行なう。

安全研究センター長

○○専門部会

助言

・
・
・
・

Ⅰ．規制システム分野

Ⅱ．軽水炉分野

Ⅲ．核燃料サイクル施設分野

Ⅳ．放射性廃棄物・廃止措置分野
（4-1-2 を除く)

Ⅵ．放射線影響分野

Ⅶ．原子力防災分野

対象とする重点安全研究課題

原子力基礎工学研究部門

Ⅵ．放射線影響分野
（6-1-1）放射線リスク・影響評価技術に関す
る研究

安全研究専門委員会

深地層の研究施設計画検討委員会
地質環境の長期安定性研究検討委員会
地層処分研究開発検討委員会

原子力基礎工学研究・
評価委員会

安全研究委員会

別添
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評価所見記入書式について

安全研究センターの委員会「安全研究委員会」等で
技術的な議論を行う。その結果をベースとし、以下の
観点・視点から、大局的、俯瞰的なご意見等を頂きた
い。

• 安全実施体制や実施プロセス、成果の利用・活用
方策等について、中立性・透明性の観点

• 原子力分野での専門的・技術的視点に加え、社会・
経済のニーズを適切に評価に反映させるといった
視点

• 「国の研究開発評価に関する大綱的指針」の「評価
の意義」に示された以下のような視点(本資料P.3)

• 研究開発の質の向上、独創的で有望な優れ
た研究開発等に向けて

• 国民に対する説明責任を果たし、広く国民の
理解と支持を得る

• 評価結果の予算、人材等の資源配分への適
切な反映及び研究開発の重点的・効率的遂行

別添
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二法人統合

H16 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

現時点

事前評価報告書 中間評価報告書

中間評価報告書 事後評価報告書

安全研究
審議会

H17 H18 H22 H23

単年度
報告書

安全研究審議会の今後の研究評価計画

次期原子力の重点安全研究計画
原子力安全委員会
による策定準備

策定準備

現行原子力の重点安全研究計画原子力
安全

委員会

機構
次期中期計画現行中期計画

H22-26 H22-24

H17-19 H17-21

安全研究
委員会

研究開発課題の評価：
「大綱的指針」に基づく
外部評価

別添
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• 原子力安全委員会では、以下の観点から中間評価を実施。

〔重点安全研究の推進事項に関する評価〕

• ・・・機能的な重点安全研究の推進体制を構築し、その体制の中で様々な施策
を効果的に実施していくことが重要。

• ・・・現在の取組状況等を評価し、今後の安全研究の推進に重要と考えられる方
策等を明らかにする。

〔重点安全研究計画に掲げられた研究内容の進捗状況等に関する評価〕

• ・・・研究成果の活用の可能性等の観点から、評価を実施する。特に、安全研究
が行われなかったり、又は順調に進捗していない研究内容については、その原
因の所在を十分に調査・検討し、今後の対応方針等を明らかにする。

• ・・・新たなニーズ等を踏まえ、・・・必要に応じて、重点安全研究の内容等を見直

す。

原子力安全委員会による「原子力の重点安全研究計画」
中間評価の考え方＊

8
＊ 「原子力の重点安全研究計画」中間評価について－重点安全研究計画の課題

と今後の推進方策－、平成１９年５月１８日、原子力安全研究専門部会

別添


